
 

廿日市市小規模事業者経営改善資金利子補給費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条　この要綱は、市内小規模事業者の経営の安定と発展を図るため、

株式会社日本政策金融公庫（以下「公庫」という。）の小規模事業者経

営改善資金（以下「融資」という。）を利用した者に対し、廿日市市補

助金等交付規則（平成５年規則第１０号。以下「規則」という。）に規

定するもののほか、この要綱の定めるところにより、当該融資に係る利

子補給費補助金（以下「補助金」という。）の交付を行うことについて、

必要な事項を定めるものとする。 

（対象者） 

第２条　補助金の交付を申請できる者は、第５条において定める交付申請

日時点において、融資の要件を満たす者で、次の各号のいずれにも該当

する者とする。 

(1)　市内に事業所を有し、事業を行っている者 

(2)　令和８年１０月１日から令和９年３月３１日までに融資の実行を

受けた者 

(3)　当該融資を完済していない者 

(4)　市税を滞納していない者 

(5)　次のいずれにも該当しない者 

ア　国又は法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第一に掲げる公

共法人 

イ　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年

法律第１２２号）に規定する「性風俗関連特殊営業」又は当該営業

に係る「接客業務受託営業」を行う事業者 

ウ　政治団体 

エ　宗教上の組織又は団体 

オ　廿日市市暴力団排除条例（平成２４年条例第２号）第２条第１号、

第２号及び第３号に規定する暴力団、暴力団員及び暴力団員等に該



 

当する者又はこれらの者と密接な関係を有する者 

（補助対象） 

第３条　補助金の対象は、第２条に規定する対象者が令和８年１０月１日

から令和１０年１２月３１日までに支払った利子（延滞に係る利子を除

く。）とする。ただし、支払約定日が月末であり、金融機関の休業日等

の理由により実際の支払日が令和１１年１月の初回の営業日となった場

合における当該支払分は、令和１０年１２月分に限り補助対象に含むこ

ととする。 

（補助金の額） 

第４条　補助金の額は、補助対象の利子に２分の１を乗じて得た額（１円

未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とする。 

（交付の申請） 

第５条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

補助対象となる利子の支払完了後、廿日市市小規模事業者経営改善資金

利子補給費補助金交付申請書（別記様式第１号）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

２　前項の申請は、暦年ごとに、当該暦年の１２月３１日が属する会計年

度の１月３１日までに市長に提出するものとする。 

（交付の決定） 

第６条　市長は、前条に規定する申請があったときは、その内容を審査し、

適当と認めるときは、補助金の交付を決定するとともに額を確定し、廿

日市市小規模事業者経営改善資金利子補給費補助金交付決定兼額確定通

知書（別記様式第２号）により、申請者へ通知するものとする。 

２　市長は前項の審査の結果、補助金の交付を不適当と認めるときは、廿

日市市小規模事業者経営改善資金利子補給費補助金不交付決定通知書

（別記様式第３号）により、申請者へ通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第７条　申請者は、交付申請書が受理された後に申請を取り下げる場合は、

遅延なく市長に廿日市市小規模事業者経営改善資金利子補給費補助金申



 

請取下書（別記様式第４号）を提出しなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第８条　市長は、申請者が次に掲げる要件のいずれかに該当すると認める

ときは、廿日市市小規模事業者経営改善資金利子補給費補助金交付決定

取消通知書（別記様式第５号）により、補助金の交付の決定の全部又は

一部を取り消すことができる。 

(1)　この要綱の規定に違反したとき。 

(2)　交付対象要件に該当しない事実が発覚したとき。 

(3)　交付申請書に虚偽の記載をしたとき。 

(4)　その他不正の行為があると認められたとき。 

（補助金の返還） 

第９条　市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助金

の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、

期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

（加算金及び延滞金） 

第１０条　申請者は、第８条の規定に基づく取消しにより、補助金の返還

が命ぜられたときは、規則の定めに従い、加算金及び延滞金を納付しな

ければならない。 

（帳簿の備付け） 

第１１条　申請者は、当事業に関する帳簿及び書類を備え、これを当該事

業の完了の日から起算して５年を経過した日の属する市の会計年度の末

日まで保存しておかなければならない。 

（補足） 

第１２条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に必要な事項は、

市長が別に定める。 

附　則  

この告示は、令和８年１０月１日から施行する。 

 


